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1．序論

　原価企画研究は，日本の管理会計分野を中心に発展を続けている。日本の管

理会計分野では，1980 年代後半以降，原価企画研究が盛んに行われるように

なったとされている（卜 2009; 日本会計研究学会 1996; 清水（信）2002）。その

ため，日本における原価企画研究は，2019年時点で約30年以上の歴史を持つ。

　このように長い歴史を持つ研究分野に貢献するためには，これまでどのよう

な研究が行われているかを把握しなければならない。そのために必要なのは，

文献レビューである。日本における原価企画研究を対象にした文献レビュー
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〈論文要旨〉

　本研究の目的は，日本における原価企画研究の蓄積状況を明らかにすること
である。この目的を達成するために，書誌学的方法に基づく文献レビューを行
う。具体的には，2019 年までに日本の主要会計雑誌 7誌『會計』，『会計プロ
グレス』，『管理会計学』，『企業会計』，『原価計算研究』，『産業経理』，『メルコ
管理会計研究』に掲載された原価企画研究を対象に，研究方法，研究サイト，
理論ベース，原価企画の不可欠なエレメントの 4つの観点から分析を行う。分
析結果を踏まえ，日本における原価企画研究の蓄積状況に関する考察と今後の
研究の方向性の提言をそれぞれの観点から行う。
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は，いくつも行われている。多くの研究は，様々な観点から先行研究の知見の

整理・統合を試みている（例えば，卜 2009; 木下 2015; 田坂 2008）。一方，研

究の蓄積状況を明らかにしている文献レビューは，ほとんどない。例外的な研

究として，Ansari et al.（2007）がある。ただし，レビューの対象期間は短く，

レビュー対象となる文献の範囲も曖昧である。そのため，日本における原価企

画研究の蓄積状況に関する知見は，不足した状態にあると推測される。

　そこで本研究は，書誌学的方法，すなわち膨大な研究蓄積の中から客観的な

基準を通じて文献を選択する方法（横田ほか 2020）に基づく文献レビューに

よって，日本における原価企画研究の蓄積状況を明らかにする。具体的には，

2019 年までに日本の主要会計雑誌 7誌に掲載された原価企画研究を分析の対

象とし，研究方法，研究サイト，理論ベース，原価企画の不可欠なエレメント

の 4つの観点から分析を行う。前者 3つの観点は，書誌学的方法に基づく文献

レビューを行った先行研究を参照し設定したものであり，原価企画の不可欠な

エレメントは，原価企画の先行研究を参照し設定したものである。本研究は，

分析の結果を 4つの観点ごとの単純集計によって示す。その結果を踏まえ，日

本における原価企画研究の蓄積状況に関する考察と今後の研究の方向性の提言

をそれぞれの観点から行う。

　本研究の構成は，以下のとおりである。2 節では，先行研究のレビューを行

い，蓄積状況を明らかにするための分析枠組みを設定する。3 節では，研究方

法を説明する。4 節では，書誌学的な方法に基づく文献レビューの結果を説明

する。5節では，分析結果を踏まえた考察と今後の研究の方向性の提言を行い，

その後，本研究の貢献と限界を述べる。

2．先行研究のレビューと分析枠組みの設定

2. 1　日本における原価企画研究を対象とした文献レビュー

　表 1に示すように日本における原価企画研究を対象にした文献レビューは，
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いくつも行われている。多くの研究は，様々な観点から先行研究の知見の整

理・統合を試みている。例えば，田坂（2008）は，原価企画研究の研究アプロー

チは，管理工学的アプローチ，原価低減アプローチ，戦略的コストマネジメン

ト・アプローチの 3つに整理できることを代表的な研究のレビューによって示

している。卜（2009）は，年代ごとに代表的な研究をレビューした上で，田坂

（2008）とは異なる研究アプローチを提案している。具体的には，伝統的な原

価管理アプローチ，戦略的コスト・マネジメント・アプローチ，社会的・制度

的アプローチの 3つである。木下（2015）は，原価企画の計算構造に関する議

論と管理機能に関する議論を，加工組立型産業に依拠するものとそれ以外の産

業に依拠するものに分けてレビューしている。

表 1　日本における原価企画研究を対象とした文献レビュー

著者（年） 観点

Ansari et al.（2007）

知識進展フレームワーク
意図された読者
研究の性質
研究方法

田坂（2008） 研究アプローチ

卜（2009） 年代
研究アプローチ

木下（2015） 議論の対象
産業

（出所）筆者作成

　一方，研究の蓄積状況を明らかにすることを試みた文献レビューは，ほとん

どない。例外的な研究として，Ansari et al.（2007）があげられる。Ansari et 

al.（2007）は，1995 年から 2005 年半ばまでに発表された日本語文献と英語文

献を知識進展フレームワーク（knowledge progression framework），意図さ

れた読者（intended audience），研究の性質（nature of study），研究方法
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（research method）の 4つの観点から分析している。そして，日本語文献と

英語文献における研究の蓄積状況を比較している。日本語文献における蓄積状

況に関して，次のような結果が得られている。知識進展フレームワークに関し

ては，「記述とアドボカシー（description and advocacy）」（9％），「技術的改

良（technical refinement）」（42％），「実践を組織的文脈の中で位置付けること

（situating the practice in its organizational context）」（13％），「確立されたプロ

セス，ツールとの連携（linkage with established processes and tools）」（23％），

「普及と制度化（diffusion and institutionalization）」（12％）になっている⑴。

意図された読者に関しては，「実務家」（2000年以前は11本，以降は7本），「研

究者」（2000 年以前は 39 本，以降は 48 本）になっている。研究の性質に関し

ては，「記述」（2000 年以前は 36 本，以降は 41 本），「規範」（2000 年以前は

14 本，以降は 10 本），「仮説検証」（2000 年以前は 0本，以降は 4本）になっ

ている。研究方法（research method）に関しては，「二次情報の記述」（5％），

「理論的/概念的」（53％），「単一のケーススタディ」（24％），「複数ケーススタ

ディ」（6％），「サーベイ」（7％），「実験室実験」（0％），「分析的モデリング」

（4％），「アーカイバル」（1％），「シミュレーション」（0％），「エスノグラフィッ

クなフィールドスタディ」（0％）になっている。ただし，Ansari et al.（2007）

のレビュー対象期間は 10 年と短く，1980 年代後半から 1994 年までの研究は

分析の対象に含まれていない。また，レビュー対象となる文献の選択基準は，

年代以外に示されておらず，曖昧な状態にある。例えば，会計学術誌に発表さ

れた文献だけにレビュー対象を限定しているのか，各大学の紀要や書籍等も含

めているのかは明確にされていない。このような理由から，日本における原価

企画研究の蓄積状況に関する知見は不足した状態にあると推測される。
─────────────────
⑴　「記述とアドボカシー」とは，実践としての原価企画についての説明，原価企画が大きなベネ
フィットをもたらす環境，原価企画の利用から得られるベネフィットの提唱などを主に行っている
段階を指す。「実践を組織的文脈の中で位置付けること」とは，原価企画が行動や文化に与える影
響の検討を主に行っている段階を指す。（Ansari et al. 2007）。
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　そこで本研究は，書誌学的方法を用いた文献レビューによって，日本におけ

る原価企画研究の蓄積状況を把握する。書誌学的方法は，膨大な研究蓄積の中

から客観的な基準を通じて文献を選択する方法であり，研究の蓄積状況を把握

する際に有効だとされている（横田ほか 2020）。次項では，管理会計分野にお

ける書誌学的方法を用いた文献レビューを行っている先行研究をレビューする。

2. 2　管理会計分野における書誌学的方法を用いた文献レビュー

　研究の蓄積状況に関する知見は，今後の研究の方向性を検討する際の手がか

りとなるだけでなく，同じ管理会計分野の他のテーマにおける研究の蓄積状況

と比較する際にも有用である。そのため，管理会計分野では，研究の蓄積状況

を把握するために書誌学的方法を用いた文献レビューがいくつも行われてい

る⑵。ここでは，書誌学的方法を用いた先行研究における文献レビューの対象，

調査対象期間，分析の観点の傾向を説明する。

　表 2に示すように，文献レビューの対象は，会計雑誌に掲載された研究のみ

に限定することが一般的である。例えば，Shields（1997）は，Accounting，

Organizations and Society，The Accounting Review，Contemporary Account-

ing Research，Journal of Accounting and Economics，Journal of Accounting 

Research，Journal of Management Accounting Research に掲載された研究，

吉田ほか（2009）は，『會計』，『会計プログレス』，『管理会計学』，『原価計算

研究』に掲載された研究，横田ほか（2016）は，『會計』，『会計プログレス』，

『管理会計学』，『企業会計』，『原価計算研究』，『産業経理』，『メルコ管理会計

研究』に掲載された研究に限定している。また，当初，書誌学的方法を用いた

文献レビューは，管理会計分野全体における研究の蓄積状況を把握するために
─────────────────
⑵　書誌学的方法に基づく文献レビューによって，会計学研究の蓄積状況を把握した研究もある。例
えば，清水（孝）（2020）は，2008 年から 2019 年までの間に日本の査読付研究雑誌 4誌（『原価計
算研究』，『管理会計学』，『会計プログレス』，『メルコ管理会計研究』）に掲載された会計学研究に
おける研究方法の蓄積状況を明らかにしている。
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表 2　管理会計分野における書誌学的方法を用いた文献レビュー

著者（年） 文献レビューの対象 調査対象期間 観点

Shields 
（1997）

欧米の会計学術誌 6誌に掲載され
た管理会計研究

1990 年- 
1996 年

トピックス
研究方法
研究サイト
理論ベース

Hesford et al. 
（2007）

欧米の会計学術誌 10 誌に掲載さ
れた管理会計研究

1981 年- 
2000 年

トピックス
研究方法
理論ベース

ジャーナルの特徴
論文の特徴

オーサリングの特徴
引用パターン
ネットワーク

吉田ほか 
（2009）

日本の主要会計学術誌 4誌に掲載
された管理会計研究

1980 年- 
2007 年

トピックス
研究方法
理論ベース
研究サイト

河合・乙政 
（2012）

日本の主要会計雑誌 7誌，欧米の
主要会計学術誌 10 誌，欧米の主
要会計実務雑誌 3誌に掲載された
バランスト・スコアカード（BSC）
研究

1992 年- 
2010 年

論文数のトレンド
研究内容
理論ベース
研究方法
研究サイト

横田ほか 
（2016）

日本の主要会計雑誌 7誌に掲載さ
れたマネジメント・コントロール
（MC）研究

2011 年- 
2013 年

技法
引用状況
組織階層

コントロールの対象
コントロールの方法

横田ほか 
（2018）

日本の主要会計雑誌 7誌に掲載さ
れたMC研究

2011 年- 
2015 年

日本企業の実務への言及の有無
地域

研究サイト
組織の範囲
技法
研究方法
理論ベース

横田ほか 
（2020）

日本の主要会計雑誌 7誌に掲載さ
れたMC研究

1965 年- 
2015 年

研究方法
引用文献数

引用文献に占める洋文献の比率
引用文献に占める学術論文の比率
引用文献発行後経過年数
引用頻度の高い文献

（出所）筆者作成
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用いられていたが（例えば，Hesford et al. 2007; Shields 1997; 吉田ほか 2009）， 

近年では，管理会計分野における特定のトピックに関する研究の蓄積状況を把

握するために用いられている（例えば，河合・乙政 2012; 横田ほか 2016; 2018; 

2020）。調査対象期間は，複数年設定することが一般的である。最も短いものは，

横田ほか（2016）の 3年間であり，最も長いものは，横田ほか（2020）の 51

年間である。蓄積状況を把握するために数多く用いられている観点は，研究方

法，研究サイト，理論ベースである。トピックスに関しては，管理会計研究全

体を文献レビューの対象とする研究で多く用いられている。引用に関しては，

Hesford et al.（2007）以降ほとんど注目されていなかったが，近年の研究では，

再び行われ始めている（例えば，横田ほか 2016; 2020）。

2. 3　分析枠組み

　本研究は，日本における原価企画研究の蓄積状況を把握するために，研究方

法（どの方法で研究しているのか），研究サイト（どの業種を調査対象にして

いるのか），理論ベース（どの理論に依拠しているのか），原価企画の不可欠な

エレメント（原価企画の不可欠なエレメントのうち，どれに言及しているのか）

の 4つの観点を分析枠組みとして設定する。

　前者 3 つの観点は，書誌学的方法を用いる文献レビュー（Hesford et al. 

2007; Shields 1997; 河合・乙政 2012; 横田ほか 2018; 2020; 吉田ほか 2009）で

共通して設定されており，蓄積状況を明らかにするために必要不可欠な項目だ

と推測されたからである。

　本研究は，これら 3つの観点に加え，原価企画の不可欠なエレメントという

観点も設定する。前節で述べたように管理会計分野における原価企画研究は，

30 年以上の長い歴史を持つ。そのため，様々なツールや体制に関する議論が

展開されていると推測される。また，すべての研究が単一のツールや体制に焦

点を当てているとは限らない。複数のツールや体制を検討している研究もある
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だろう。このような背景から，原価企画研究の蓄積状況を明らかにするために

は，原価企画において特に重要視されているツールや体制に注目した分析も必

要だと考えられる。そこで本研究は，原価企画の不可欠なエレメントという観

点を付け加える。原価企画の不可欠なエレメントは，谷（1996）によって提唱

されたものである。谷（1996）は，原価企画の本質を「原価企画にはどのよう

なエレメントが含まれるのか」という観点から考察し，原価企画の不可欠なエ

レメントとなるツールや体制を 7つ提示している。具体的には，⑴「目標原価

の設定」，⑵「細分割付」，⑶「マイルストーン管理」，⑷「ラグビー方式によ

る製品開発」，⑸「バリュー・エンジニアリング（VE）」，⑹「コスト・テーブ

ル」，⑺「サプライヤー関係」である。そして，谷（1997）では，「目標原価の

設定」と「細分割付」，「マイルストーン管理」は原価企画の管理会計的側面，

「ラグビー方式による製品開発」と「サプライヤー関係」は原価企画の組織的

側面 ,「VE」，「コスト・テーブル」は原価企画のVE的側面に該当すると指摘

されている。谷（1996; 1997）で示された 7つのエレメントに新たなエレメン

トの追加を試みる研究も一部行われている。例えば，吉田（2012）は，谷（1996）

の7つのエレメントに「情報システム」，「クロスファンクショナルな活動」，「人

材の多機能化」，「情報の共有化」，「トップ・マネジメントの強力なリーダー

シップ」の 5つを追加し，管理会計的側面，原価企画サポートシステム，組織

的側面とサプライヤー関係の 3側面に再構成している。ただし，その後の研究

では，追加されたエレメントの削除や谷（1996; 1997）の 7つのエレメントに

依拠するものが多い。例えば，河合（2015）は，「情報システム」，「クロスファ

ンクショナルな活動」を削除した 10 のエレメントを用いており，河合・梶原

（2016）は，「目標原価の管理」，「マイルストーン管理」，「VE」，「コスト・テー

ブル」，「ラグビー型の開発」，「サプライヤー連携」と谷（1996; 1997）のエレ

メントとほぼ同じものを用いている。また，岡田・堀（2014），岡田・生方（2017）

は，谷（1997）のエレメントに全面的に依拠している。このような理由から，
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原価企画研究で特に重要視されているツールや体制は，谷（1996）の提示した

7つのエレメントに含まれていると考えられる。

　4つの観点の細目は，次のとおりである。研究方法は，前項でレビューした

先行研究（河合・乙政 2012; 横田ほか 2018; 2020）を参考にし ,「ケース/フィー

ルド（主に調査対象においてインタビュー調査を行った研究）」，「サーベイ：

実証研究（主に質問票を用いて構成概念間の関係を検討した研究）」，「サーベ

イ：実態調査（主に質問票を用いて実態を調査した研究）」，「アーカイバル（主

に調査対象に関する定量的データを用いた研究）」,「実験（主に実験計画を設

計して対象/被験者を検討した研究）」，「論説（上記の研究方法以外で考察を中

心とした研究）」，「複数の方法（上記の研究方法を組み合わせた研究）」に分類

した⑶。

　研究サイトは，前項でレビューした先行研究（河合・乙政 2012; 横田ほか 

2018; 吉田ほか 2009）に加え，「日本標準産業分類」（総務省 2013）を参考にし，

「製造業（加工・組立産業，プロセス産業など）」，「非製造業（通信業，建築業，

流通業，宿泊業，飲食サービス業，銀行など）」，「営利組織全体（製造業およ

び非製造業の双方を対象）」，「非営利組織（病院，政府，自治体など）」，「全種

類の組織（営利組織と非営利組織の双方を対象）」，「研究サイトなし（上記の

研究サイトとの直接的接点（例えば，インタビュー，質問票調査）を持たない

もの）」，「不明（企業情報の明記なし）」に分類した。

　理論ベースは，前項でレビューした先行研究（河合・乙政 2012; 横田ほか 

2018）に加え，欧米の管理会計研究で用いられている理論を整理した先行研究

（Birnberg et al. 2007; Covaleski et al. 2003）を参考にし，「経済学（エージェ

ンシー理論など）」，「社会学（コンティンジェンシー理論，制度論など）」，「心

理学（動機づけ理論，社会心理学理論，認知心理学理論など）」，「複合（経済学，

─────────────────
⑶　実務家による自社の事例紹介は，「ケース/フィールド」の研究方法として捉える。
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社会学，心理学のうち2つ以上を併用しているもの）」，「経済・社会・心理以外」

に分類した⑷。

　原価企画の不可欠なエレメントは，原価企画のエレメントを検討した先行研

究（谷 1996）を参考に「目標原価の設定方式（目標原価の設定方法，控除方式，

加算方式，積上方式，折衷方式などの計算式も同義と見なす）」，「目標原価の

細分割付（機能別，部品別，個人別分解あるいは展開も同義と見なす）」，「マ

イルストーン管理（節目管理，コスト・レビュー，デザイン・レビューも同義

と見なす）」，「ラグビー方式の開発（コンカレント・エンジニアリング，サイ

マルテニアス・エンジニアリング，オーバーラップした開発も同義と見なす）」,

「VE」，「コスト・テーブル」，「サプライヤー関係（サプライヤーとの連携，デ

ザイン・イン，ゲスト・エンジニア制度も同義と見なす）」に分類した。

3．研究方法

　まず初めに，CiNii Articles を用いて 2019 年までに日本の主要会計雑誌 7誌

（『會計』，『会計プログレス』，『管理会計学』，『企業会計』，『原価計算研究』，『産

業経理』，『メルコ管理会計研究』）に掲載された，タイトルあるいはサブタイ

トルに「原価企画」という用語を含む研究をすべて抽出した⑸。CiNii を用い

た各雑誌の検索期間は，以下のとおりである。具体的には，『會計』（1949 年- 

2019 年），『会計プログレス』（2000 年-2019 年），『管理会計学』（1992 年-2019

年），『企業会計』（1949 年-2019 年），『原価計算研究』（1992 年-2018 年），『産

業経理』（1948 年-2019 年），『メルコ管理会計研究』（2008 年-2019 年）である。

検索の結果，188 本の研究が抽出された。原価計算研究は 2018 年までに掲載

されたものがCiNii の検索対象になっていたため，2019 年に掲載された研究を
─────────────────
⑷　ここで取り上げている理論以外にも，各論文の執筆者が経済学理論，社会学理論，心理学理論と
して捉えているものは，それぞれカウントしている。
⑸　対象とする雑誌は，書誌学的な方法を用いた近年の研究（河合・乙政 2012，横田ほか 2016; 
2018; 2020）と同様のものを選択した。
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紙媒体の目次を確認することで補った。その結果，2 本の研究（秋山 2019; 小

沢 2019）が抽出された。

　続いて，これら 190 本の研究のタイトルを確認した。190 本の中には，重複

している研究，本の書評や論文の紹介，講演記録，「原価企画」という文言が

タイトルに含まれていない研究が計 19 本含まれていた。これらは分析の対象

として適していないため，除外した。さらに，CiNiiによる検索漏れを防ぐため，

抽出された 171 本の研究の参考文献を確認した。その結果，上の基準に含まれ

るが，CiNii の検索では抽出されなかった研究を 3本（梶原 2015; 田中 2001a; 

谷 1996）発見した。

　ただし，これら 174 本の中には，同名タイトルにて分割掲載されている研究

がいくつかみられた（例えば，神戸大学管理会計研究会 1992a; 1992b; 1992c; 

田中ほか 2010a; 2010b; 2010c; 2010d）。そこで，これらの研究をまとめて 1本

とカウントすることにした。以上の手続きを経て，本研究の分析対象は，最終

的に 145 本となった。145 本の原価企画研究を雑誌別に整理したものが，表 3

である。

表 3　日本における原価企画研究の掲載雑誌

雑誌名 研究数

會計 31

会計プログレス 0

管理会計学 9

企業会計 41

原価計算研究 35

産業経理 23

メルコ管理会計研究 6

全体 145

（出所）筆者作成
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　分析の手続きは以下の通りである。まず，上記の方法で抽出された 145 本に

目を通した。そして，研究方法，研究サイト，理論ベース，原価企画の不可欠

なエレメントの観点から分析を行い，コードを割り振っていった。各観点のう

ち，該当する細目に対しては「1」を当て，そうでなければ「0」を当てた。す

べての情報の記録が終わった段階で，研究数を計算した。なお，原価企画の不

可欠なエレメントに関しては，1 本の研究の中で複数のエレメントに対する言

及がある場合は，それぞれをカウントしている。そのため，原価企画の不可欠

なエレメントの全体の研究数は，145 本にはならない。他の観点の研究数の合

計に関しては，すべて研究数と一致している。

4．結果

　ここでは，日本における原価企画研究の研究方法，研究サイト，理論ベース，

原価企画の不可欠なエレメントの蓄積状況を単純集計の結果に基づき説明す

る。なお，個別の研究の分類結果に関しては，付録に記載している。

4. 1　研究方法の蓄積状況

　日本における原価企画研究の研究方法の蓄積状況を示したものが表 4であ

る。最も研究数が多いのは，「論説」である。レビュー対象となっている研究

のうち約 52％（145 本中 76 本）が「論説」である。「論説」の次に研究数が多

いのは，「ケース/フィールド」である。インタビューを主に用いる「ケース/

フィールド」の研究数は，質問票を主に用いる「サーベイ：実証研究」および

「サーベイ：実態調査」の研究数の合計よりも若干多い。「ケース/フィールド」

の次に研究数が多いのは，「サーベイ：実証研究」であり，「サーベイ：実証研

究」の次に研究数が多いのは，「サーベイ：実態調査」である。「サーベイ：実

証研究」の研究数は，「サーベイ：実態調査」の研究数の約 2倍ある。「サーベ

イ：実態調査」の次に研究数が多いのは，「アーカイバル」であり，「アーカイ
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バル」の次に研究数が多いのは，「複数の方法」である。ただし，「アーカイバ

ル」と「複数の方法」の研究数は，ごくわずかであり，差はほとんどない。最

後は，「実験」であるが，これを研究方法として用いた研究は1本も存在しない。

表 4　研究方法の蓄積状況

研究方法 研究数

ケース/フィールド 35

サーベイ：実証研究 20

サーベイ：実態調査 11

アーカイバル 2

実験 0

論説 76

複数の方法 1

全体 145

（出所）筆者作成

4. 2　研究サイトの蓄積状況

　日本における原価企画研究の研究サイトの蓄積状況を示したものが表 5であ

る。最も研究数が多いのは，「研究サイトなし」である。レビュー対象となっ

ている研究のうち約 48％（145 本中 70 本）が「研究サイトなし」である。「研

究サイトなし」の次に研究数が多いのは，「製造業」である。「製造業」は，何

らかの研究サイトを持つ研究のうち約 72％（75 本中 54 本）を占めている。「製

造業」の次に研究数が多いのは，「非製造業」である。ただし，「製造業」と「非

製造業」の研究数の差は大きい。「非製造業」の次に研究数が多いのは，「非営

利組織」である。「非営利組織」の研究数は，「非製造業」の半分である。「非

営利組織」の次に研究数が多いのは，「営利組織全体」である。「営利組織全体」

は，「製造業」と「非製造業」の両方を研究サイトにしている研究である。「非
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営利組織」の研究数と「営利組織全体」の研究数の間に，差はほとんどない。

「営利組織全体」の次に研究数が多いのは，「不明」である。これは，研究サイ

トはあるものの，業種に関する情報が記載されていないものを指している。最

後に，「全種類の組織」であるが，これを研究サイトとして用いた研究は 1本

も存在しない。

表 5　研究サイトの蓄積状況

研究サイト 研究数

製造業 54

非製造業 10

営利組織全体 4

非営利組織 5

全種類の組織 0

研究サイトなし 70

不明 2

全体 145

（出所）筆者作成

4. 3　理論ベースの蓄積状況

　日本における原価企画研究の理論ベースの蓄積状況を示したものが表 6であ

る。最も研究数が多いのは，「経済・社会・心理以外」である。レビュー対象

となっている研究のうち約 92％（145 本中 133 本）が「経済・社会・心理以外」

を理論ベースにしている。3 つの理論の中では，「社会学」を理論ベースにす

る研究が最も多い。「経済学」を理論ベースにする研究は，「社会学」を理論ベー

スにする研究の約半分である。一方，「心理学」をベースにする研究や「複合」

すなわち複数の理論ベースを持つ研究は，ほとんど行われていない。
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表 6　理論ベースの蓄積状況

理論ベース 研究数

経済学 3

社会学 7

心理学 1

複合 1

経済・社会・心理以外 133

全体 145

（出所）筆者作成

4. 4　原価企画の不可欠なエレメントの蓄積状況

　日本における原価企画研究の原価企画の不可欠なエレメントの蓄積状況を示

したものが表 7である。前節で述べたように原価企画の不可欠なエレメントは

複数カウントしているため，全体の研究数は，レビュー対象となっている研究

数と一致しない。ただし，各細目ごとの研究数は，原価企画の不可欠なエレメ

ントに言及している研究数（以下：言及数）と一致している。ゆえに，重複が

ある点を除けば，研究方法，研究サイト，理論ベースと同様の説明することが

できる。

　もっとも言及数が多いのは，「VE」である。レビュー対象となっている研究

のうち約 81％（145 本中，118 本）が「VE」に言及している。3 桁以上の言及

数があったのは「VE」のみである。「VE」の次に言及数が多いのは，「目標原

価の設定方式」である。ただし，「目標原価の設定方式」の言及数と「VE」の

言及数の差は，大きい。「目標原価の設定方式」の次に言及数が多いのは，「コ

スト・テーブル」，「コスト・テーブル」の次に言及数が多いのは，「目標原価

の細分割付」である。ただし，これら 3つの言及数の差は，ほとんどない。「目

標原価の細分割付」の次に言及数が多いのは，「ラグビー方式の開発」，「ラグ

ビー方式の開発」の次に言及数が多いのは，「サプライヤー関係」，「サプライ
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ヤー関係」の次に言及数が多いのは，「マイルストーン管理」である。これら

3つの言及数の差は，それほど大きいものではなく，レビュー対象となってい

る 145 本のうち 30％以上 40％未満の範囲の言及数に収まっている。

表 7　原価企画の不可欠なエレメントの蓄積状況

原価企画の不可欠なエレメント 言及数

目標原価の設定方式 71

目標原価の細分割付 65

マイルストーン管理 47

ラグビー方式の開発 55

VE 118

コスト・テーブル 68

サプライヤー関係 51

全体 475

（出所）筆者作成

5．考察と結論

　本研究は，日本における原価企画研究の蓄積状況を明らかにするために，書

誌学的な方法に基づく文献レビューを行った。具体的には，2019 年までに日

本の主要会計雑誌7誌に掲載された原価企画研究を分析の対象とし，研究方法，

研究サイト，理論ベース，原価企画の不可欠なエレメントの観点から単純集計

を行った。この結果を踏まえ，日本における原価企画研究の蓄積状況に関する

考察と今後の研究の方向性の提言をそれぞれの観点から行う。

　研究方法に関しては，「論説」が最も多く，約 52％を占めていた。その他は

「ケース/フィールド」，「サーベイ：実証研究」，「サーベイ：実態調査」で主に

構成されていた。そして，「ケース/フィールド」の研究数は，「サーベイ：実

証研究」と「サーベイ：実態調査」の研究数の合計よりも若干多くなっていた。
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また，サーベイを用いる研究の内訳を見ると，「サーベイ：実証研究」の研究

数は，「サーベイ：実態調査」の研究数の約 2倍であった。これらの結果には，

Ansari et al.（2007）のレビューと類似する点もあれば，異なる点もある。類

似する点は，考察を中心とした研究方法が支配的であること，実験やアーカイ

バルといった研究方法を用いる研究がほとんどないことである。異なる点は，

Ansari et al.（2007）に比べ，本研究の方がサーベイを用いる研究の割合が大

きくなっていることである。Ansari et al.（2007）では，サーベイを用いる研

究は全体のわずか7％であったのに対し，本研究では，全体の約21％であった。

レビュー対象となる文献の違いが影響していることも考えられるが，原価企画

研究がサーベイという研究方法を積極的に用いるようになっている可能性は高

い。ただし，これまでのサーベイのやり方では，原価企画研究をさらに発展さ

せることは難しい。なぜなら，ほとんどの研究は，一回のサーベイでデータを

収集しているからである。このようなデータ収集は，因果関係の主張を困難に

するため，実証研究を目的とする場合にはあまり望ましくない（Van der 

Stede 2014）。アーカイバルや実験といった研究方法の利用がほとんど進んで

いない原価企画研究には，因果関係に関する知見が不足している可能性が高

い。そのため，今後の原価企画研究では，複数回のサーベイによってデータを

収集し，それを分析していくことが期待される。これによって，因果関係に関

する知見を提供することができれば，原価企画研究はさらなる発展を遂げるだ

ろう。

　研究サイトに関しては，「研究サイトなし」が最も多く，全体の約 48％を占

めていた。研究サイトを持つ研究の中では，「製造業」が最も多く，何らかの

研究サイトを持つ研究全体（75 本）の約 72％を占めていた。それ以外は ,「非

製造業」，「非営利組織」，「営利組織全体」で構成されていた。「非営利組織」

と「営利組織全体」を研究サイトにする研究はごくわずかであった。これらの

結果が示唆するのは，多くの研究が製造業の原価企画に今も注目しているこ
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と，製造業以外の原価企画に注目する研究も現れ始めていることである。ただ

し，「研究サイトなし」の研究が依然として多いことも事実である。時の経過

とともに，原価企画は様々な業種の様々な組織に普及している。それらの組織

が行う原価企画には，通説とは異なっている点があるかもしれない。それを発

見できれば，新たな研究課題が生まれるため，原価企画研究はさらなる発展を

遂げるだろう。ゆえに，今後の研究では，これまで調査が行われていない組織

との接点をより一層増やしていくことが期待される。

　理論ベースに関しては，ほとんどの研究が「経済・社会・心理以外」となっ

ている。「経済学」，「社会学」，「心理学」の理論をベースにする研究は，ごく

わずかである。この結果が示唆するのは，日本における原価企画研究は，経済

学，社会学，心理学の知見を十分に生かせていないことである。なお，この結

果は，日本における管理会計研究全般，BSC 研究やMC研究を調査対象とし

た先行研究（河合・乙政 2012; 横田ほか 2018; 吉田ほか 2009）の分析結果と類

似している。吉田ほか（2009）が指摘するように，理論ベースの明示的利用は，

社会科学としての管理会計研究の知の継承には不可欠である。また，理論ベー

スを明示することによって，隣接領域での研究蓄積に位置づけやすくなり，よ

り多くの研究者と議論できるようになる（横田ほか 2018）。したがって，原価

企画研究のさらなる発展のためには，経済学，社会学，心理学の理論を適用し

ていくことが期待される。

　原価企画の不可欠なエレメントに関しては，次の順で言及数が多かった。⑴

「VE」，⑵「目標原価の設定方式」，⑶「コスト・テーブル」，⑷「目標原価の

細分割付」，⑸「ラグビー方式の開発」，⑹「サプライヤー関係」，⑺「マイル

ストーン管理」である。「VE」に言及する研究の数は非常に多く，約 81％の

研究が言及していた。一方，2 番目に言及数の多い「目標原価の設定方式」は，

約 49％と半分以下であった。それ以外のエレメント同士の言及数の差は，そ

れほど大きなものではなかったが，言及数の最も少ない「マイルストーン管理」
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は約 32％であった。これらの結果が示唆するのは，7 つのエレメント全てを取

り上げる研究はそれほど多くないことである。その結果として，エレメントご

との言及数には差が生じている。言及数の多いエレメントの方が言及数の少な

いエレメントより重要だということには，必ずしもならない。ただし，言及数

の少ないエレメントに関しては，それらが原価企画において不可欠だとされる

証拠が十分に蓄積されていない可能性がある。ゆえに今後の研究では，「VE」

以外のエレメントに関する知見の整理と，それを踏まえたさらなる研究の蓄積

が期待される。

　本研究の貢献は，2 つある。第 1に，日本における原価企画研究のさらなる

発展に必要な知見を提供したことである。先行研究では，日本における原価企

画研究の蓄積状況が十分には明らかにされていなかった。本研究は，2019 年

までに日本の主要会計雑誌に掲載された原価企画研究の蓄積状況を明確に示し

ている。加えて，その結果を踏まえた考察を行い，日本のおける原価企画研究

をさらに発展させるための方向性も提言している。第 2に，書誌学的方法を用

いた文献レビューの有効性を示したことである。近年の研究（河合・乙政 

2012; 横田ほか 2016; 2018; 2020）は，書誌学的方法を用いた文献レビューを

BSC 研究やMC研究で行うことによって，その有効性を示している。一方，

本研究は，書誌学的方法を用いた文献レビューを原価企画研究で行うことに

よって，その有効性を示している。

　ただし，本研究には次のような限界がある。第 1に，原価企画という用語を

タイトルあるいはサブタイトルに含む研究のみを抽出しているため，それ以外

の研究を排除してしまっている点である。原価企画という用語がタイトルやサ

ブタイトルになくとも，それを論じている研究が存在している可能性を否定で

きない。第 2に，著者 1人で各研究を分析しているため，恣意性を完全に排除

出来ていない点である。ただし，先行研究に基づき，各細目の判断基準を明確

に決めることによって，恣意性の排除に努めている。第 3に，原価企画の不可
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欠なエレメントへの言及の程度を考慮できていない点である。本研究では，原

価企画の不可欠なエレメントに言及しているかどうかを検討している。ただ

し，言及の程度は研究ごとに異なっており，主な研究対象としてエレメントを

取り上げている研究もあれば，脚注や図表等で 1度だけエレメントに言及して

いるものも見られる。ゆえに，本研究の結果を手掛かりに，言及の程度を考慮

した文献レビューも今後行っていく必要があるかもしれない。
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付録

付表 1　『會計』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

加登（1990b） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル

谷ほか（1993） サーベイ：
実証研究 製造業 社会学 ラグビー方式の開発

岩淵（1994） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

田中（隆） 
（1994a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

岡野（1995c） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE

清水（信） 
（1995） 論説 研究サイトなし 経済学 VE

コスト・テーブル

山本（1995） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

伊藤（嘉） 
（1996） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

加登ほか（1996） サーベイ：実証研究 非製造業 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

清水（信） 
（1996） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外 VE

谷（1996） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

手島・岩淵
（1996） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

佐藤（成） 
（1999） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外 VE

岡野（2000） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発
コスト・テーブル
サプライヤー関係

尾畑（2000） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル

古賀（2001） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

清水（信） 
（2001） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

清水（信） 
（2002） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

大槻（2003b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

岡野（2004） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

近藤・吉田
（2005）

ケース/
フィールド 製造業 社会学

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

伊藤（嘉） 
（2006） 論説 非営利組織 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE
サプライヤー関係

荒井（2009b） 論説 非営利組織 経済・社会・
心理以外 NA

諸藤（2009） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外 VE

岡田（2010） ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式

VE

岡野（2012） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

宮地（2013） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外 VE

山本（2013） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
サプライヤー関係

岡田・堀（2014） サーベイ：実態調査 非製造業 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

岡田・生方
（2017）

サーベイ：
実態調査 非製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

岡田・山矢
（2019）

サーベイ：
実証研究 非製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル

（出所）筆者作成

付表 2　『管理会計学』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

田中（雅） 
（1992b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル

金澤・門田
（1995） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外 NA

朴・伊藤（和） 
（2000）

サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

李・門田（2000） サーベイ：実証研究 製造業 経済学

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル
サプライヤー関係

持本（2001） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

吉田（2001a） サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

陸（2003） サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

コスト・テーブル

朴（2006） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

宮地（2015） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
VE

サプライヤー関係

（出所）筆者作成

付表 3　『企業会計』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

田中（雅） 
（1985） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル

櫻井（1988） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

加登（1990a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

田中（隆） 
（1990）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

岩淵（1992） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

神戸大学管理 
会計研究会

（1992a; 1992b; 
1992c）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

清水（信） 
（1992b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル

手島（1992） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

神戸大学管理 
会計研究会

（1993a; 1993b; 
1993c）

サーベイ：
実証研究 製造業 社会学

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル
サプライヤー関係

門田（1993a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

門田（1993b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

加登（1994a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

マイルストーン管理
VE

サプライヤー関係

佐藤（成） 
（1994）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

田中（隆） 
（1994b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

成田（1994） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル

山本（1994） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

岡野（1995a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 ラグビー方式の開発

谷（1995） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

ラグビー方式の開発
サプライヤー関係

有賀（1996） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

川嶋（1996） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

古賀・松尾
（1996）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発

佐藤（亀） 
（1996）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

澤本（1996） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発

田中（雅） 
（1996） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

田中（雅）ほか
（1997a; 1997b; 
1997c; 1997d）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

岡野（1998） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係

田中（雅） 
（1998） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

伊藤（和）・ 
スイシー（2000） 複数の方法 製造業 経済・社会・

心理以外 NA

近藤（隆） 
（2000） 論説 製造業 心理学 目標原価の設定方式

ラグビー方式の開発

田中（雅） 
（2001a; 2001b; 
2002a; 2002b）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

田中（雅） 
（2005） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

田中（雅）ほか
（2007a; 2007b; 
2007c; 2007d; 
2007e; 2007f）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

吉田・近藤（隆） 
（2008） アーカイバル 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

荒井・栗栖
（2010）

サーベイ：
実証研究 非営利組織 経済・社会・

心理以外 目標原価の設定方式

加藤・望月
（2010）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外 サプライヤー関係

田坂（2010） ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式

VE

田中（雅）ほか
（2010a; 2010b; 
2010c; 2010d; 
2010e; 2010f）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

田中（雅）ほか
（2014a; 2014b; 
2014c; 2014d; 
2014e; 2014f; 
2014g; 2014h; 
2014i; 2014j）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

梶原（2015） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

田坂・小酒井
（2017）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外 NA

加藤・小林
（2019） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

コスト・テーブル

（出所）筆者作成
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付表 4　『原価計算研究』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

田中（雅） 
（1992a）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE

田中（雅） 
（1993） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

加登（1994b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
サプライヤー関係

山田（1994） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE

岩淵（1995） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

岡野（1995b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
サプライヤー関係

平岡（1998） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

長屋（1999） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外 サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

佐藤（嘉） 
（2000） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

コスト・テーブル

窪田（2001） サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

長谷川（2001） アーカイバル 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

吉田（2001b） サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
VE

コスト・テーブル

田坂（2002） 論説 製造業 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

大槻（2003a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
コスト・テーブル

田坂（2003） 論説 製造業 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

卜（2003） 論説 研究サイトなし 社会学

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

丸田（2003） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 目標原価の設定方式

田坂（2004） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

木下（2005） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

中川（2005） サーベイ：
実証研究 不明 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

サプライヤー関係

陸（2005） サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

コスト・テーブル
サプライヤー関係

田坂・矢澤
（2006） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外 VE

丸田（2009） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

荒井（2010b） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

吉田・福島
（2010）

サーベイ：
実証研究 製造業 経済・社会・

心理以外

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

丸田（2011） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

諸藤（2011） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

コスト・テーブル

妹尾・福島
（2012）

サーベイ：
実証研究 営利組織全体 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

畑井ほか（2013） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE
サプライヤー関係

河合（2015） サーベイ：
実証研究 営利組織全体 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

河合・梶原
（2016）

サーベイ：
実証研究 営利組織全体 社会学

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

関（2016） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
ラグビー方式の開発

VE
サプライヤー関係

趙（2016） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

VE
サプライヤー関係

秋山（2019） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル

小沢（2019） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

（出所）筆者作成
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付表 5　『産業経理』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

伊藤（嘉） 
（1992）

ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

清水（信） 
（1992a） 論説 研究サイトなし 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式

VE

井上（1993） サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

ラグビー方式の開発
VE

サプライヤー関係

田中（雅）・ 
関谷（1996）

サーベイ：
実態調査 製造業 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

岡野（1997） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

ラグビー方式の開発
VE

サプライヤー関係

丸田（1998） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外 VE

諸藤（1999） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発
サプライヤー関係

伊藤（和）・ 
田坂（2002） 論説 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

大槻（2004） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
コスト・テーブル

中島（2005） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の設定方式
VE

コスト・テーブル
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

加藤（2007） 論説 研究サイトなし 経済学 サプライヤー関係

荒井（2009a） ケース/
フィールド 非営利組織 経済・社会・

心理以外 VE

荒井（2010a） サーベイ：
実証研究 非営利組織 経済・社会・

心理以外 コスト・テーブル

諸藤（2010） ケース/
フィールド 製造業 社会学

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE

望月・加藤
（2011）

ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外 NA

加藤（2013） 論説 製造業 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

サプライヤー関係

谷守・田坂
（2013）

ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外
目標原価の設定方式

VE

本間（2013） 論説 研究サイトなし 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
VE

コスト・テーブル

坂口（2014） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付
マイルストーン管理

VE
サプライヤー関係

大槻・﨑（2016） 論説 研究サイトなし 複合

目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル
サプライヤー関係

田坂・梅田
（2017）

サーベイ：
実証研究 営利組織全体 経済・社会・

心理以外

マイルストーン管理
VE

サプライヤー関係
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著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

諸藤（2017） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の細分割付
マイルストーン管理
ラグビー方式の開発

VE

加藤（2018） 論説 不明 経済・社会・
心理以外

目標原価の細分割付
ラグビー方式の開発

VE
コスト・テーブル

（出所）筆者作成

付表 6　『メルコ管理会計研究』に掲載された原価企画研究（年代順）

著者（年） 研究方法 研究サイト 理論 原価企画の不可欠な
エレメント

山本ほか（2010） サーベイ：実証研究 製造業 経済・社会・
心理以外 目標原価の細分割付

木下（2011） ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外 VE

鈴木（2011） 論説 研究サイトなし 社会学 VE
サプライヤー関係

宮地・柊（2015） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外
VE

サプライヤー関係

澁谷（2016） ケース/
フィールド 製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE
サプライヤー関係

近藤（大） 
（2017）

ケース/
フィールド 非製造業 経済・社会・

心理以外

目標原価の設定方式
目標原価の細分割付

VE

（出所）筆者作成


